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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第93期 

第１四半期連結 
累計期間 

第94期 
第１四半期連結 

累計期間 
第93期 

会計期間 
自平成28年４月１日 
至平成28年６月30日 

自平成29年４月１日 
至平成29年６月30日 

自平成28年４月１日 
至平成29年３月31日 

売上高 （百万円） 23,930 23,765 142,909 

経常損失（△） （百万円） △2,962 △3,251 △5,670 

親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）又は親会社株主に帰

属する当期純利益 

（百万円） △2,397 △1,844 1,559 

四半期包括利益又は 

包括利益 
（百万円） △2,593 △1,894 2,563 

純資産額 （百万円） 73,844 74,630 77,341 

総資産額 （百万円） 147,584 147,132 167,092 

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利

益金額 

（円） △73.38 △56.45 47.72 

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 48.9 50.6 46.2 

  （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

     ２ 売上高には、消費税等は含んでおりません。

     ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

     ４ 平成28年10月1日付で普通株式5株につき1株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の期

首に当該株式併合が行われたと仮定し、「１株当たり四半期純損失金額（△）又は１株当たり当期純利益

金額」を算定しております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、各事業に携わっている主要な関係会社における異動もありません。

 なお、当第１四半期連結会計期間において、「ソリューション・特機」セグメントのジェイ・アール・シー特機株

式会社と佐世保日本無線株式会社の合併により、佐世保日本無線株式会社はジェイ・アール・シー特機株式会社佐世

保事業所となっております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。 
 

２【経営上の重要な契約等】

 （株式交換契約の締結）

 当社は、平成29年5月15日開催の取締役会において、日清紡ホールディングス株式会社（以下「日清紡ホールディ

ングス」といいます。）を株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換（以下「本株式交

換」といいます。）を行うことを決議し、同日、両社の間で株式交換契約（以下「本株式交換契約」といいます。）

を締結いたしました。

 本株式交換の概要は、以下のとおりであります。 

 

(1)本株式交換の目的

 当社を中心に日清紡ホールディングスのエレクトロニクス事業グループ全体で進めてきた事業構造改革は、平成29

年9月で5年が経過することとなり、次のステージである成長戦略の加速度的な遂行へと歩みを進める段階にきており

ます。

 このような状況の下、両社の間で真摯に協議・交渉を重ねた結果、本株式交換により、当社として以下のメリット

を享受することが期待できることから、当社の企業価値向上に寄与するものとの結論に至りました。

① 日清紡ホールディングスの信用力および資本力を活かしたIT投資、成長投資等への期待

② 統合による間接業務の負荷軽減と経費節減

③ 日清紡ホールディングスの生産技術およびノウハウの活用

④ 日清紡ホールディングスが構築したグローバルネットワークの活用

⑤ 日清紡ホールディングスのガバナンス力の共有

 

(2)本株式交換の効力発生日

 平成29年10月2日（予定）

 

(3)本株式交換の方法

 本株式交換は、日清紡ホールディングスを株式交換完全親会社とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換で

す。本株式交換は、日清紡ホールディングスについては、会社法第796条第2項の規定に基づく簡易株式交換の手続き

により、株主総会の承認を受けずに、また、当社については、平成29年6月26日開催の定時株主総会において承認を

受けており、平成29年10月2日を効力発生日として行われる予定です。

 

(4)本株式交換に係る割当ての内容

  日清紡ホールディングス 当社

本株式交換比率 1 1.28

 当社の普通株式1株に対して、日清紡ホールディングスの普通株式1.28株を割当て交付いたします。なお、本株

式交換比率は、算定の根拠となる諸条件に重大な変更が生じた場合、両社協議および合意の上、変更されること

があります。

 なお、当社は、本株式交換の効力発生日の前日までに開催する取締役会の決議により、その保有する全ての自

己株式を消却する予定です。本株式交換によって交付する株式数については、当社が保有することとなる自己株

式の数等により今後修正される可能性があります。

 

(5)本株式交換比率の算定根拠

 日清紡ホールディングス及び当社は、本株式交換に用いられる本株式交換比率その他本株式交換の公正性・妥当性

を確保するため、日清紡ホールディングスはGCA株式会社（以下「GCA」といいます。）を、当社はみずほ証券株式会

社（以下「みずほ証券」といいます。）をそれぞれ第三者算定機関として選定し、また、日清紡ホールディングスは

森・濱田松本法律事務所を、当社は西村あさひ法律事務所をそれぞれ法務アドバイザーとして選定し、本格的な検討

を開始いたしました。

 日清紡ホールディングスは、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定を依頼したGCAから受領した株式交換比

率算定書、森・濱田松本法律事務所からの助言、日清紡ホールディングスが日本無線に対して実施したデュー・ディ

リジェンスの結果等を踏まえて、慎重に協議・検討した結果、本株式交換比率はそれぞれの株主にとって妥当である

ものと判断いたしました。
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 当社は、本株式交換に用いられる株式交換比率の算定を依頼したみずほ証券から平成29年5月15日付で受領した株

式交換比率算定書、西村あさひ法律事務所からの助言、支配株主である日清紡ホールディングスと利害関係を有しな

い当社の社外取締役であり、東京証券取引所に独立役員として届け出ている飯田英男氏および橋本逸男氏から平成29

年5月15日付で受領した本株式交換を行うことを決定することは当社の少数株主にとって不利益なものでないと考え

られる旨の意見書、日清紡ホールディングスに対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて、本株式

交換比率により本株式交換を行うことについて慎重に協議・検討した結果、本株式交換比率により本株式交換を行う

ことが妥当であると判断いたしました。

 両社は、それぞれの第三者算定機関から得た株式交換比率の算定結果及び助言並びにそれぞれの法務アドバイザー

からの助言を参考に、両社それぞれが相手方に対して実施したデュー・ディリジェンスの結果等を踏まえて慎重に検

討し、両社の財務状況、業績動向、株価動向等を総合的に勘案した上、両社間で株式交換比率について慎重に協議・

検討を複数回にわたり重ねた結果、本株式交換比率はそれぞれの株主にとって妥当であるものとの判断に至ったた

め、本株式交換比率により本株式交換を行うこととし、両社の取締役会決議により、両社間で本株式交換契約を締結

することを決定いたしました。

 

(6）本株式交換の当事会社の概要

  日清紡ホールディングス 当社 

（1） 名称  日清紡ホールディングス株式会社  日本無線株式会社 

（2） 所在地  東京都中央区日本橋人形町二丁目

31番11号 

 東京都三鷹市牟礼六丁目21番11号 

（3） 代表者の役職・氏名  代表取締役社長 河田 正也  代表取締役社長 荒 健次 

（4） 事業内容  エレクトロニクス製品、ブレーキ

製品、精密機器、化学品、繊維製

品等の製造及び販売等、並びに不

動産の売買及び賃貸借等

 船舶用・防衛関連、防災行政無線

等、無線通信機器の製造販売等

（5） 資本金  27,587百万円  14,704百万円 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が

判断したものであります。
 

（１）業績の状況

①売上高および利益に関する当社グループの傾向

 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間の売上

高、利益ともに他の四半期連結会計期間と比較して大きい傾向にあります。このため、連結会計年度に占める第１四

半期連結累計期間の売上高、利益は相対的に低くなっております。
 
②概況

 当第１四半期連結累計期間における世界経済は、米国では新政権の政策運営が不安視されているものの、企業収益

の改善を背景に穏やかな成長が継続し、欧州でも個人消費が底堅く推移したことにより回復傾向が続きました。アジ

アでは、中国において公共投資を中心に堅調に推移したことなどにより、全体として景気は緩やかに持ち直してまい

りました。

 わが国におきましては、雇用・所得環境の改善により緩やかな回復基調が続いておりますが、景気の先行きについ

ては、為替相場や株式市場の変動など下振れリスクを抱えております。

 このような経済情勢のもと、当社グループは業績回復に向け収益の拡大を図るべく各事業において積極的な事業展

開を推進するとともに、より効率的な事業運営とコスト削減に取り組んでまいりました。

 こうした取り組みと並行して、当社は「世界の人々の安全・安心・環境保全に貢献する製品・サービスを提供する

事業グループ」の実現に向け、現在、事業構造改革の次のステージである成長戦略として、自動運転に向けた車載レ

ーダ機器等の『オートモーティブ事業領域の拡大』、お客様の多様なニーズに応え、時代の変化を先取りした次世代

無線技術等の『魅力ある製品・技術の開発』、完全子会社化した長野日本無線㈱、上田日本無線㈱との一体的な事業

推進に向けた『One-JRC事業推進体制の構築』のため、諸施策を積極的に推進しております。

 なお、当社は平成29年10月2日をもって、日清紡ホールディングス㈱の完全子会社として再スタートを切ります。

日清紡ホールディングス㈱との強固な連携のもと、両社の経営資源の有効活用やシナジー創出による事業領域の拡大

を加速度的に遂行することにより、中長期的な成長基盤を確実なもにしてまいります。

 当第１四半期連結累計期間の売上高につきましては、23,765百万円(前年同期比0.7%減)となりました。利益につき

ましては、マリンシステム事業の売上減少などにより、営業損失が3,457百万円(前年同期は2,612百万円の営業損失)

となり前年同期から845百万円の悪化、経常損失が3,251百万円(前年同期は2,962百万円の経常損失)となり前年同期
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から289百万円の悪化、親会社株主に帰属する四半期純損失は、日清紡ホールディングス㈱連結納税グループ加入を

前提とした税効果会計の影響などにより1,844百万円(前年同期は2,397百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失)

と553百万円の改善となりました。

 

 当第１四半期連結累計期間におけるセグメントの業績は次のとおりであり、セグメント利益または損失は、営業利

益（または営業損失）ベースの数値であります。 

 

(マリンシステム事業)

 前年度から引き続き海運・造船市況が低調に推移したことにより商船新造船向け機器の売上などが減少しました。 

 この結果、マリンシステム事業の売上高は7,280百万円(前年同期比16.9%減)、セグメント損失は1,091百万円(前年

同期は136百万円のセグメント損失)となりました。 

 

(通信機器事業)

 携帯電話の設備投資需要が堅調に推移したことにより、中継装置の売上が増加しました。また、市場ニーズに合致

した新製品の投入効果により自動車用ITS製品の売上も増加しました。

 この結果、通信機器事業の売上高は3,607百万円(前年同期比30.9%増)、セグメント利益は125百万円(前年同期は

149百万円のセグメント損失)となりました。
 

(ソリューション・特機事業)

 インフラ整備需要の拡大に伴い水・河川情報システムの売上が増加したことに加え、航空関連機器の売上も増加し

ました。

 この結果、ソリューション・特機事業の売上高は7,077百万円(前年同期比7.9%増)となりましたが、費用増などに

よりセグメント損失は2,362百万円(前年同期は2,126百万円のセグメント損失)となりました。

 

(メカトロニクス・電源事業)

 大判複写機および周辺機器の需要が低迷したことにより、メカトロニクス機器の売上が減少しました。また、販売

機種の絞り込みの影響等により電源装置の売上も減少しました。

 この結果、メカトロニクス・電源事業の売上高は3,355百万円(前年同期比7.0%減)となりましたが、セグメント損

失は費用減などにより30百万円(前年同期は194百万円のセグメント損失)となりました。

 

(医用機器事業)

 超音波探触子の販売が好調に推移したことにより、医用・超音波機器の売上が増加しました。

 この結果、医用機器事業の売上高は1,870百万円(前年同期比1.4%増)、セグメント利益は194百万円(前年同期比

15.5%増)となりました。

 

(その他) 

 上記のセグメントに含まれない「その他」(連結子会社の業績等)の売上高は574百万円(前年同期比41.5%増)、セグ

メント損失は42百万円(前年同期は51百万円のセグメント損失)となりました。

 

（２）経営方針・経営戦略等

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあり

ません。

 

（３）事業上および財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループの財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

事業上の対処すべき課題として、事業構造改革により新たな成長に向けた事業基盤の確立に目途がついたことから、

次のステージである成長戦略の諸施策に取り組んでおります。 

 

（４）研究開発活動

 当社グループは、中長期的な視野に立った基礎研究から事業活動に直結した新技術の開発まで総合的な研究開発活

動を行っており、当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、1,525百万円でありま

す。なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因 

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因について重要な変更はあ

りません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 43,200,000

計 43,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末

現在発行数（株）
（平成29年6月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年8月9日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 32,804,846 32,804,846
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 32,804,846 32,804,846 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成29年4月 1日から 

平成29年6月30日まで
－ 32,804,846 － 14,704 － 21,893

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、直前の基準日（平成29年3月31日）に基づく

株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

平成29年3月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
(自己保有株式)

普通株式     135,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式  32,538,500 325,385 －

単元未満株式 普通株式     131,246 －
１単元（100株）    

未満の株式

発行済株式総数       32,804,846 － －

総株主の議決権 － 325,385 －

 

②【自己株式等】

平成29年3月31日現在
 

所有者の氏名又は 
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有 
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本無線株式会社

東京都三鷹市牟礼

六丁目２１番１１号
135,100 － 135,100 0.41

計 － 135,100 － 135,100 0.41

 （注）なお、当第１四半期会計期間末日（平成29年6月30日）現在の自己株式数は、135,169株であります。

 

２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 5,135 5,503 

受取手形及び売掛金 63,308 35,213 

商品及び製品 11,350 11,768 

仕掛品 23,739 26,732 

原材料及び貯蔵品 6,743 6,588 

前渡金 1,957 1,680 

関係会社短期貸付金 1,400 6,175 

繰延税金資産 2,556 2,420 

その他 1,526 1,993 

貸倒引当金 △275 △295 

流動資産合計 117,443 97,780 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 20,809 20,576 

機械装置及び運搬具（純額） 1,785 1,724 

工具、器具及び備品（純額） 2,998 2,921 

土地 7,304 7,304 

リース資産（純額） 258 312 

建設仮勘定 255 185 

有形固定資産合計 33,411 33,024 

無形固定資産    

のれん 2,189 2,003 

その他 1,535 1,596 

無形固定資産合計 3,724 3,600 

投資その他の資産    

投資有価証券 5,179 5,305 

長期貸付金 316 329 

退職給付に係る資産 2,836 2,887 

繰延税金資産 2,814 2,858 

その他 2,405 2,376 

貸倒引当金 △1,040 △1,029 

投資その他の資産合計 12,512 12,726 

固定資産合計 49,649 49,351 

資産合計 167,092 147,132 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成29年３月31日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 26,809 18,839 

短期借入金 20,498 11,382 

1年内返済予定の長期借入金 164 139 

リース債務 166 178 

未払費用 3,619 3,492 

未払法人税等 773 286 

前受金 3,658 6,324 

預り金 289 1,090 

製品保証引当金 65 137 

工事損失引当金 976 971 

偶発損失引当金 2,239 2,239 

その他 5,577 4,049 

流動負債合計 64,839 49,131 

固定負債    

長期借入金 3,173 3,148 

リース債務 276 305 

繰延税金負債 2,485 871 

再評価に係る繰延税金負債 510 510 

環境対策引当金 141 114 

退職給付に係る負債 17,311 17,421 

資産除去債務 476 475 

その他 537 520 

固定負債合計 24,911 23,370 

負債合計 89,751 72,501 

純資産の部    

株主資本    

資本金 14,704 14,704 

資本剰余金 22,417 22,417 

利益剰余金 39,654 36,993 

自己株式 △183 △183 

株主資本合計 76,592 73,931 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,720 1,800 

土地再評価差額金 252 252 

為替換算調整勘定 △135 △297 

退職給付に係る調整累計額 △1,247 △1,216 

その他の包括利益累計額合計 590 538 

非支配株主持分 158 161 

純資産合計 77,341 74,630 

負債純資産合計 167,092 147,132 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 23,930 23,765 

売上原価 19,717 20,170 

売上総利益 4,213 3,595 

販売費及び一般管理費 6,825 7,053 

営業損失（△） △2,612 △3,457 

営業外収益    

受取利息 6 3 

受取配当金 73 112 

持分法による投資利益 － 2 

為替差益 － 111 

その他 68 26 

営業外収益合計 148 256 

営業外費用    

支払利息 38 28 

持分法による投資損失 12 － 

為替差損 401 － 

その他 46 23 

営業外費用合計 498 51 

経常損失（△） △2,962 △3,251 

特別損失    

投資有価証券評価損 22 － 

減損損失 24 0 

特別損失合計 46 0 

税金等調整前四半期純損失（△） △3,009 △3,252 

法人税、住民税及び事業税 143 177 

法人税等調整額 △853 △1,587 

法人税等合計 △709 △1,409 

四半期純損失（△） △2,299 △1,842 

非支配株主に帰属する四半期純利益 97 1 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △2,397 △1,844 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純損失（△） △2,299 △1,842 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △98 79 

為替換算調整勘定 △220 △161 

退職給付に係る調整額 25 31 

持分法適用会社に対する持分相当額 － △0 

その他の包括利益合計 △293 △51 

四半期包括利益 △2,593 △1,894 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △2,649 △1,896 

非支配株主に係る四半期包括利益 55 1 
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【注記事項】

（追加情報）

（株式交換契約の締結） 

 当社は、平成29年5月15日開催の取締役会において、日清紡ホールディングス株式会社を株式交換完全親会社

とし、当社を株式交換完全子会社とする株式交換を行うことを決議し、同日、両社の間で株式交換契約を締結

いたしました。

 本件に関する概要は、「第２ 事業の状況 ２ 経営上の重要な契約等」に記載のとおりであります。

 

（連結納税制度の加入） 

 当社および一部の国内連結子会社は、当第１四半期連結会計期間より「連結納税制度を適用する場合の税効

果会計に関する当面の取扱い（その１）」（企業会計基準委員会 実務対応報告第５号 平成27年１月16日）

および「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（企業会計基準委員会 

実務対応報告第７号 平成27年１月16日）に基づき、日清紡ホールディングス株式会社を連結納税親会社とす

る連結納税制度に加入することを前提とした税効果会計を適用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

    売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間（自平成28年4月1日 至平成28年6月30日）および当第１四半期連結累計期間（自平

成29年4月1日 至平成29年6月30日）

 当社グループでは、官公庁・自治体等向け機器の出荷が年度末に集中するため、第４四半期連結会計期間の

売上高、利益ともに他の四半期連結会計期間と比較して大きい傾向にあります。このため、連結会計年度に占

める第１四半期連結累計期間の売上高、利益は相対的に低くなっております。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１

四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）およびのれんの償却

額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年4月 1日
至 平成28年6月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年4月 1日
至 平成29年6月30日）

減価償却費

のれんの償却額

731百万円

54

738百万円

133

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成28年4月1日 至 平成28年6月30日） 

  配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年5月10日 

  取締役会
普通株式 818 5 平成28年3月31日 平成28年6月6日 利益剰余金

（注）１ 平成28年10月1日付で5株を1株にする株式併合を実施しております。平成28年3月期の1株当たり配当

額につきましては、当該株式併合前の実際の配当額を記載しております。

２ 配当金の総額には、基準日において連結子会社が保有している当社株式への配当金2百万円が含まれ

ております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成29年4月1日 至 平成29年6月30日） 

  配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり 
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年5月9日 

  取締役会
普通株式 816 25 平成29年3月31日 平成29年6月6日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自平成28年4月1日 至平成28年6月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

 
マリン 

システム 
通信 
機器 

ソリュー
ション・ 
特機 

メカトロ
ニクス・
電源 

医用 
機器 

計 

売上高                    

外部顧客への 

売上高 
8,756 2,755 6,560 3,607 1,845 23,525 405 23,930 － 23,930 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

2,800 288 1,422 2,776 2 7,291 424 7,716 △7,716 － 

計 11,556 3,044 7,983 6,383 1,848 30,816 830 31,647 △7,716 23,930 

セグメント利益 

又は損失(△) 
△136 △149 △2,126 △194 167 △2,439 △51 △2,490 △121 △2,612 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社におけるソフ

トウェア事業等を含んでおります。

   ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、棚卸資産に含まれる未実現利益の調整額△120百万円等

が含まれております。

   ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。なお、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要な発生等はありません。なお、「通信機器」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を24百万円計上し

ており、「マリンシステム」セグメントにおいて、のれんの償却額を54百万円計上しております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自平成29年4月1日 至平成29年6月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                  （単位：百万円） 

  報告セグメント 
その他 
（注）１ 

合計 
調整額 

（注）２ 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注）３ 

 
マリン 

システム 
通信 
機器 

ソリュー
ション・ 
特機 

メカトロ
ニクス・
電源 

医用 
機器 

計 

売上高                    

外部顧客への 

売上高 
7,280 3,607 7,077 3,355 1,870 23,191 574 23,765 － 23,765 

セグメント間
の内部売上高
又は振替高 

2,860 356 1,035 2,090 13 6,356 194 6,551 △6,551 － 

計 10,140 3,964 8,113 5,445 1,884 29,548 768 30,316 △6,551 23,765 

セグメント利益 

又は損失(△) 
△1,091 125 △2,362 △30 194 △3,164 △42 △3,207 △249 △3,457 

（注）１ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、連結子会社におけるソフ

トウェア事業等を含んでおります。

   ２ セグメント利益又は損失（△）の調整額には、棚卸資産に含まれる未実現利益の調整額△248百万円等

が含まれております。

   ３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と調整を行っておりま

す。なお、報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当第１四半期連結会計期間より、従来「海上機器」としていたセグメントの名称を「マリンシステム」へ変更

しております。セグメントの名称変更によるセグメント情報に与える影響はありません。 

 なお、前第１四半期連結会計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの名称で記載しております。 

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

 重要な発生等はありません。なお、「ソリューション・特機」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を0百

万円計上しており、「マリンシステム」セグメントにおいて、のれんの償却額を133百万円計上しております。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成28年4月 1日
至 平成28年6月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成29年4月 1日
至 平成29年6月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △73円38銭 △56円45銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円）
△2,397 △1,844

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（百万円）
△2,397 △1,844

普通株式の期中平均株式数（千株） 32,672 32,669

   （注）１ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２ 平成28年10月1日付で普通株式5株につき1株の割合で株式併合を実施しております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、「１株当たり四半期純損失金額（△）」を算定しておりま

す。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

２【その他】

 平成29年5月9日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当を行うことを決議いたしました。

(イ）配当金の総額…………………………………………816百万円

(ロ）１株当たりの金額……………………………………25円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日…………平成29年6月6日

 （注）平成29年3月31日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年8月8日

日本無線株式会社 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 津田 英嗣  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 植木 拓磨  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本無線株式会
社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平成
29年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期連結財務
諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ
ビューを行った。 
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本無線株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政状態
及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要
な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

 

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年8月9日

【会社名】 日本無線株式会社

【英訳名】 Japan Radio Co., Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  荒 健次

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都三鷹市牟礼六丁目２１番１１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長荒健次は、当社の第94期第１四半期（自平成29年4月1日 至平成29年6月30日）の四半期報告

書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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